
島根県高齢者福祉課
地域包括ケア推進室

令和５年１月１９日
令和４年度 島根県若年性認知症自立支援ネットワーク会議

島根県における若年性認知症施策について
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1 相談支援体制の強化

若年性認知症への対応

© Shimane Prefectural Government

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

役割

・本人・家族、支援関係機関、企業等からの
相談対応
・必要な支援制度やサービス等の紹介サービ
ス提供関係機関等との情報共有、支援内容
の連絡調整
・本人が気軽に利用できる通いの場、集いの
場づくり活動
・相談件数等 R3：167件（電話105 訪問62）

若年性認知症支援コーディネーター

・平成30年4月～開始
・コーディネーター３名
・委託先：認知症の人と家族の会島根県支部



① 本人・家族、医療機関等の認知度は十分でない。
② 実際に活用される方はまだまだ少ない。
③ 就労時からの相談が少ない

【一般向け】街頭啓発、県HP・広報誌に掲載

【関係機関】市町村担当者会議、認知症疾患医療センター連絡会の活用

 研修会（県商工会連合会R４.２.５／両立支援コーディネーター事例検討会R4.11.22）など
若年性認知症における基礎知識等、職場での適切な対応など（講師：支援コーディネータ―）

 企業への周知（相談支援センターリーフレット）
県商工会連合会・商工会への配付、障がい者雇用促進フォーラム（10月）での配付

 コーディネーター支援事例の作成、周知
医療福祉サービス利用、就労経済面の支援、交流機会の提供といった支援事例 →
（県ホームページに掲載）

4

1 相談支援体制の強化
周知と連携促進

課題

近年の取り組み

© Shimane Prefectural Government



①特徴
 各種相談窓口や制度・施策の案内、紹介
 支援コーディネーターや市町村、島根県若年性認知症自立支援ネットワーク会議（後

述）と協議、連携し作成
 大府センター作成のハンドブックと役割分担

②活用・周知
 市町村の窓口、県内の医療機関等へ

の配布
 県HPへ掲載。デジタルブックも作成

【大府センター】
若年性認知症とは？

【島根県】県内の相談先、
窓口等の紹介

【今年度の取組】
 ガイドブックの案内と活用の周知

会議や研修会等を利用した案内
5月現在、関係機関へ送付済み

5

1 相談支援体制の強化
相談・サービスガイドブック
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2 若年性認知症支援ネットワーク構築事業

若年性認知症への対応

© Shimane Prefectural Government

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

若年性認知症自立支援ネットワーク会議
【ネットワーク会議構成機関】
・若年性認知症支援コーディネーター
・認知症サポート医
・高次脳機能障がい地域支援拠点
・認知症疾患医療センター
・精神保健福祉士会
・地域両立支援推進チーム
・両立支援コーディネーター
・島根県経営者協会
・島根労働局
・地域包括支援センター
・市町村
・島根県
支援CDが関わった「個別ケース」を共有しながら、より実
効性ある支援を検討していきます。



10

10

３ 普及啓発

若年性認知症への対応

© Shimane Prefectural Government

認知症サポーターキャラバン事業

「痴呆」→「認知症」への変更を契機に２００４年からスタート。
「認知症サポーター」を全国で養成し、認知症になっても安心して暮らせるまちを目指す。

認知症サポーター

「認知症サポーター養成講座」を受講した、
認知症に関する正しい知識と理解を持ち、
地域や職域で認知症の人や家族に対して、
できる範囲での手助けをする人。

キャラバン・メイト

「キャラバン・メイト養成研修」を修了し
た、「認知症サポーター養成講座」の講師
役を務めることのできる人。

Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度

認知症サポーター ７３，０１６ ８１，５２２ ８７，１２５ ９０，５４７ ９３，３９５

キャラバン・メイト １，７２２ １，５３３ １，５９２ １，６０９ １，５７２

計 ７４，７３８ ８３，０５５ ８８，７１７ ９２，１５６ ９４，９６７

非活動メイト ９３０ ７８４ ８１４ ８２７ ８２５
資料：全国キャラバン・メイト連絡協議会（各年度末現在）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
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３ 普及啓発

© Shimane Prefectural Government

動画・マンガ

YouTube(県公式チャンネ
ル)にもアップ

QRコードからアクセス→

介護施設での勤務経
験がある作家 北川
なつ氏 に作成をお
願いしたオリジナル
マンガです。

県内図書館など幅広
く配布しており、多
くの方に活用されて
います。
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３ 普及啓発

© Shimane Prefectural Government

認知症に関する図書展示

島根県立図書館の展示スペースを活用し、認知症関連の書籍やチラシ等の
啓発物を展示。
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３ 普及啓発

© Shimane Prefectural Government

オレンジライトアップ企画
（主催：公益財団法人認知症の人と家族の会島根県支部）

世界アルツハイマーデーにあわせて、松江城、ＴＳＫ本社テレビ塔、グラ
ントワを認知症支援のイメージカラーであるオレンジ色にライトアップ。
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３ 普及啓発
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４ 本人交流会・集いの場づくり

© Shimane Prefectural Government

本人が集まり、本人同士で自らの体験や必要なことを話し合い、
その内容を発信、施策に反映する機会がある市町村

ピアサポーター（※）による本人支援の活動を行っている市町村
※先に認知症の診断を受け、その不安を乗り越え前向きに明るく生きてきて思いを共有できる認知症本人

※令和３年度末の状況
資料：厚生労働省「令和３年度及び令和４年度当初認知症総合支援事業等実施状況調べ」

10 若年性認知症への対応 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10



②若年性認知症の人と家族の集い「まいるど」
（H30～）
「穏やかにゆっくりと前に向かって進んで行こ
う」という趣旨から命名。

支援コーディネーターと認知症の人と家族の会県
支部各地区会が連携し開催。
（まいるど東部／まいるど西部）

13

４ 本人交流会・集いの場づくり
若年性認知症支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる取り組み

①交流会の開催
若年性認知症の人や家族が交流できる場づくり

たとえば、講演会とあわせてミニ交流会を開くな
ど、ご本人やご家族が参加しやすい雰囲気に気を
くばりながら、「場づくり」を進めています。

© Shimane Prefectural Government



山陰ど真ん中プロジェクト（R1～）
鳥取・島根にまたがる中海圏域を主な対象に本人交流会を開催（認知
症の人と家族の会鳥取県支部、安来市地域包括支援センター）

そば打ち ヨガ体験

R1年度は米子市と安来市で持ち回り開催していたが、R2年度以降はコロナ禍のため、安来市での開催は
見合わせている状況です。R4.12.3安来市では認知症講演会を実施。

14

４ 本人交流会・集いの場づくり
市町村などによる取り組み

講演会、集い、調査等を実施し、市町村担当者会などで共有。

R4.11.20出雲市で講演会（丹野智文 氏）を実施
R4.12. 3安来市で講演会（丹野智文 氏 山中しのぶ 氏）を実施。



有病率 47.6人／10万人

全国： 37,800人
島根県：約170人

【調査対象】
県内全ての病院（51カ所）
精神科・神経内科、脳神経外科を標榜
する診療所（87カ所）
【調査内容（抜粋）】
H27年4月1日～H28年3月31日に
通院・入院した65歳未満の認知症患者
【回収率】82/138（59％）
【受診有り】31/82（38％）
【受診者数】109人

平成28年度若年性認知症実態調査（島根
県）

平成21年度国の全国疫学調査に基づく
有病率（推計値）

有病率 50.9人/人口10万人

全国： 35,700人
島根県：約197人

令和２年度国の全国疫学調査に基づく
有病率（推計値）

15

５ 若年性認知症実態調査

10 若年性認知症への対応 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

調査までの流れ

© Shimane Prefectural Government



若年性認知症の有病者数
・生活実態に関する調査

島根県健康福祉部 高齢者福祉課

地域包括ケア推進室

「しまねの地域包括ケア」ポータルサイト開設

５ 若年性認知症実態調査
実態調査報告書

© Shimane Prefectural Government



１．若年性認知症の有病者数

全国調査同様、男性の割
合が高い

0.3% 1.4% 3.1%
10.5%

35.7%

49.0%

40歳～44歳(1)
45歳～49歳(4)
50歳～54歳(9)
55歳～59歳(30)
60歳～64歳(102)
65歳以上(140)

58.0%

100.0%

75.0%

77.8%

66.7%

60.8%

52.1%

42.0%

25.0%

22.2%

33.3%

39.2%

47.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=286)

40歳～44歳(n=1)

45歳～49歳(n=4)

50歳～54歳(n=9)

55歳～59歳(n=30)

60歳～64歳(n=102)

65歳以上(n=140)

男性 女性

・全体286人うち65歳未満146人であった
（146人÷79.4％（島根県調査の回答率）
≒184人）。

・40歳未満はおらず、年齢階級が上が
るにつれ、増加

本調査は、
令和3年1月1日時点での年齢をもとに、
65歳未満、65歳以上で集計

本調査は、
令和3年1月1日時点での年齢をもとに、
65歳未満、65歳以上で集計

17

実態調査報告書
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２．最初に気づいた症状

62.5%
34.4%

21.9%

12.5%

9.4%

6.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

もの忘れが多くなった

職場や家事などでミスが多くなった

言葉がうまく出なくなった

怒りっぽくなった

上記以外の、今までにない
行動・態度が出るようになった

何事にもやる気がなくなった

全体(n=32) 65歳未満(n=19) 65歳以上(n=13)

18

実態調査報告書

「もの忘れが多くなった」「職場や家事などでミスが多くなった」「言葉がうまく出なくなった」の
順で多かった。

© Shimane Prefectural Government



２．発症時の就労形態

53.1%
63.2%

38.5%
59.0%
61.8%

55.6%

40.6%
26.3%

61.5%
41.0%
38.2%

44.4%

6.3%
10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=32)

65歳未満(n=19)

65歳以上(n=13)

全体
65歳未満
65歳以上

島
根
県

全
国

発症時仕事に就いていた 発症時仕事に就いていなかった 不明、無回答

5.9%

5.9%

5.9%

17.6%
5.9%

5.9%
5.9%

17.6%

17.6%

6.9%

7.6%

6.1%

12.6%

5.1%

11.0%

20.5%

2.1%

16.8%

8.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

産業医の診察を勧められた

専門医を紹介された

労働時間の短縮などの配慮があった

職場内での配置転換などの配慮があった

通勤に関して配慮があった

その他の配慮があった

上記配慮はいずれもなかった

職場で福利厚生制度を利用していた

上司や雇用主に認知症であると説明した

職場に相談相手がいた

島根県全体(n=17) 全国全体

© Shimane Prefectural Government 19

実態調査報告書

３．就労していた人に対する職場の配慮や対応



４．発症時の就労形態

11.8%
7.1%

5.9%

5.1%

47.1%
64.9%

17.6%
5.2%

8.3%

7.4%

8.3%

5.3%

58.3%

67.1%

25.0%

6.2%

20.0%

6.3%

4.7%

20.0%

64.4%

4.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

島根県

全国

島根県

全国

島根県

全国

島根県

全国

発
症
前
と
同
じ

職
場
で
働
い
て

い
る

休
職
・
休
業
中

退
職
し
た

解
雇
さ
れ
た

全体 65歳未満 65歳以上

20

実態調査報告書

47.1％が退職し、17.6％が解雇されている。発症前と同じ職場で働いている人は11.8％にとど
まった。

© Shimane Prefectural Government



５．家計の状況

21.9%

15.8%

30.8%

59.4%

68.4%
46.2%

18.8%

15.8%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=32)

65歳未満(n=19)

65歳以上(n=13)

発症してからの世帯の収入の変化 変わらない 減った 不明、無回答

9.4%
15.8%

15.6%
10.5%

23.1%

65.6%

63.2%

69.2%

9.4%

10.5%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=32)

65歳未満(n=19)

65歳以上(n=13)

家計の状況 とても苦しい やや苦しい 何とかまかなえている 不明、無回答

21

実態調査報告書

全体でも25％が「とても苦しい」「やや苦しい」と回答し、苦しい家計状況が垣間見える。

65歳未満で7割弱が「減った」と回答し、発症と収入の減少に相関がみられる。

© Shimane Prefectural Government



医療介護・就労支援・市町村等関
係者との連携

個別課題への対応

若年性認知症に関する普及啓発

●若年性認知症自立支援ネットワーク会議
●しまね若年性認知症相談支援センター
●若年性認知症支援コーディネーター など

●認知症カフェ、本人交流会、家族の集いなどから

●地域住民、企業、医療介護、就労
支援等 関係者へ

Step1

Step2

Step3

22

６ まとめ

10 若年性認知症への対応 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

本人や家族が安心して暮らせる地域づくりを目指して

〔配偶者の声〕
大切なことは、病気を隠さずオープ
ンにして助けを求めること。
〔本人の声〕
自分の状態がわかるので、病名を知
らせてもらうことは賛成。

本人や家族の視点を重視す
る視点

© Shimane Prefectural Government

たとえば、支援コーディネーターの活動を通
じて、より効果的な仕組みづくりを検討して
いく。

福祉サイドだけでなく、就労支援の視点も大切
にしながら、支援の輪を広げていく。

各Stepのポイント


